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２．登録制度
創設

R２年６月公布
R４年6月施行予定
（R3年12月20日
登録開始予定） ※あわせて規制対象機体の拡大（200g超⇒100g超）

３．機体認証・
技能証明制度等

創設
（レベル４実現）

R3年６月公布
R４年12月頃
施行予定

１．許可・承認
制度創設

H27年９月公布
H27年12月施行

①一定の空域（空港周辺、高度150ｍ以上、人口集中地区上空）、
②一定の飛行方法（夜間飛行、目視外飛行等）
で無人航空機を飛行させる場合は飛行毎に国土交通大臣の許可・承認が必要

無人航空機を飛行させる場合は所有者等の登録と登録記号の表示が必要。

登録記号の表示の方法としてリモートIDの搭載も原則義務づけ
※リモートID不要のもの… ・事前に届出した特定空域での飛行（例：ラジコン等）

・施行前に登録した機体 等

 機体認証（新設）、操縦ライセンス（新設）を得て、 運航ルール（拡充）を遵守
し、国土交通大臣の許可・承認を得ればレベル４飛行可能

 レベル４以外の飛行（１①・②）は、機体認証（新設）、操縦ライセンス（新設）

を得て、 運航ルール（拡充）を遵守すれば、原則として許可・承認なく飛行可能

※ レベル４以外の飛行は、機体認証・操縦ライセンスは必須ではなく、現行どおり許可・承認を得れば飛行可能
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定

無人航空機に対する主な規制の変遷について（航空法関係）



①登録申請

②機体へ表示

国土交通大臣
（登録）

登録記号通知

（例） AA01

・機体に直接記載又は貼付
・リモートID搭載義務と、それが免除
される特定空域届出制度等

機体情報
・種類
・型式
・製造者
・製造番号

・重量区分（25kg以上か未満か）

・リモートIDの有無 等

所有者・使用者情報
・氏名/名称
・住所

・電話番号、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 等

AA01

◯ 航空法違反事案や事故発生時に確実に所有者を把握し、原因究明や安全確保上必要な措置の確実な実施を図るため、無人航
空機の機体の所有者・使用者の登録制度を創設する改正航空法が令和２年６月に公布。

◯ 令和４年６月の登録制度施行に先立って、令和３年１２月から事前登録が開始されることから、本制度の詳細を規定する政省令
等について、１２月までに公布することとする。

安全上問題のある
無人航空機は登録拒否

①登録義務
・無人航空機は登録を受けなければ航空の用に供して
はならない
・登録申請手数料を納付

 マイナンバーカードを用いたオンライン申請

→900円/機（2機目以降は890円/機）

 マイナンバーカード以外を用いるオンライン申請

→1,450円/機（2機目以降は1,050円/機）
（注）紙媒体による申請の場合は、2,400円/機

（2機目以降は2,000円/機）

・安全上問題のある無人航空機の登録拒否

・３年ごと の更新登録

・変更届出
・抹消登録
・不正登録時等の登録取消し

②表示義務
・無人航空機は登録記号の表示等の措置を講じなけれ
ば航空の用に供してはならない

③その他
・安全上問題のある機体や表示義務違反に対する国土
交通大臣の命令

オンラインで手続（郵送も受付）

登録制度のイメージ

登録対象：100ｇ以上の機
体とする（現行200ｇ以上）

:政省令等規定事項

・令和３年１２月２０日：事前登録開始
・令和４年 ６月２０日：登録義務化開始

所有者

無人航空機の登録制度の創設（航空法の一部改正 令和２年６月２４日公布）



無人航空機登録ポータルサイトの案内

https://www.mlit.go.jp/koku/drone/



①
一
定
の
空
域
・
②
一
定
の
飛
行
方
法
（※

）
に
該
当
す
る
飛
行

現行
新制度

飛行毎の許可・承認不要

（※）特定飛行
①：人口密集地域上空、空港周辺、高度150ｍ以上
②：夜間飛行、人・物件から30m未満の飛行等

飛行毎の許可・承認

飛行毎の

許可・承認

手続き 要件

①機体認証（一種）

②操縦ライセンス（一等）

③運航管理方法等の個別確認

＋共通運航ルール（飛行計画の通報、事故報告等）

飛行不可

手続き不要

①機体認証（二種以上）

②操縦ライセンス（二等以上）

③共通運航ルール（飛行計画の通報、事故報告等）

飛行毎の
許可・承認

①機体の安全性・②操縦技能の個別審査

③共通運航ルール（飛行計画の通報、事故報告等）

新設

（注） 空港周辺の飛行やイベント上空の飛行など一部の飛行形態には、許可承認が必要

新設

（注）

飛行毎の許可・承認不要

OR

レベル４が該当

上
記
以
外

第
三
者
の
立
入
管
理
あ
り

第
三
者
の
立
入
管
理
な
し
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有人地帯（第三者上空）での目視外飛行（レベル４）の実現に向けた制度整備



機体認証制度の概要

○ 無人航空機の安全基準への適合性（設計、製造過程、現状）について検査する機体認証制度を創設

○ 型式認証を受けた機体（主に量産機）については、機体毎に行う機体認証の際の検査の全部又は一部が省略

○ 機体認証及び型式認証は、第一種（レベル４相当）と第二種に区分

運用イメージ

型式認証

主

に

量

産

機

自
作
機
等

機体認証

現状

検査の一部省略

製造過程設計

検査の全部又は一部省略

現状製造過程設計

現状製造過程設計

機体毎に全ての検査が必要

（レベル４相当）
機

体

認

証

書

交

付

（

国

）

第一種については当面国が、第二種については基本的に登録検査機関が検査事務を行う。

機体毎に検査

第一種型式認証・第二種型式認証

第二種機体認証

第一種・第二種機体認証

第一種機体認証型

式

認

証

書

交

付

（

国

）

設計
（開発時に実機で検証）

製造過程
（製品の均一性を審査）

6



機体認証制度の施行までの準備事項

○ 2022年（令和４年）12月頃の新制度施行を目指し、関係者の意見等を踏まえながら、今年度中
に機体の安全基準の方向性を示す。

○ 登録検査機関については、2022年９月の登録受付開始を目指し、今年度中に登録要件の方向性
を示す。

○ 制度施行当初から直ちに都市部上空飛行を行う機体が製造されることは想定せず、まずは過疎地
や山間部など地方部での物流等リスクの低いエリアから地道に実績を積み上げていくことを想定。

○ 上記想定の下、安全基準の検討段階から機体メーカー等と情報を共有することにより、レベル４

飛行用の機体が同時進行で開発され、新制度施行後、速やかに実用化されるようにする。

1. スケジュール

２. 第一種機体認証について

航空局

○ユースケースを踏まえた安全基準の策定

福島ロボットテストフィールド

（航空局職員の派遣）

情報共有

基準整備と審査の連携

機

体

メ

ー

カ

ー

航空機技術審査センター

次世代航空モビリティ企画室

試験飛行等に際し規制面のサポート

（愛知県に所在）

○機体の安全審査
審査

規制面のサポート
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操縦ライセンス制度の概要

○ 無人航空機を飛行させるために必要な知識及び能力を有することを証明する制度（技能証明）を創設

○ 技能証明は、一等（レベル４相当）及び二等に区分

○ 技能証明の試験は、国が指定する者（指定試験機関）が行う。国の登録を受けた講習機関の講習を修了した場合は
学科・実地試験の全部又は一部を免除

○ 技能証明の有効期間は３年とし、更新の際は登録更新講習機関が実施する講習を修了しなければならない。

運用イメージ

講習 ＜登録講習機関が実施＞

ス

ク

ー

ル

を

活

用

直

接

試

験

試験 ＜指定試験機関が実施＞

ドローンの飛行に関する知識や
操縦方法等の講習

実地試験

学科及び実地試験の全部又は一部免除

学科試験身体検査
（医師の診断書）

ドローンの飛行に関する最新の知識等の講習

更新（３年毎）＜登録更新講習機関が実施＞

○民間のドローンスクール（約1,000
程度）のうち、要件を満たすもの
を登録

○資格区分に応じ、１等（レベル４相
当）及び２等の２種類の登録

実地学科

実地試験学科試験

全国で１法人を指定することを想定

最新の知識等

技

能

証

明

書

交

付

（

国

）

ドローンの飛行に関する最新の知識等の講習すべての試験を実施

身体検査
（医師の診断書）

身体検査
（医師の診断書）

身体検査
（医師の診断書）

最新の知識等
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操縦ライセンス制度の施行までの準備事項

○ 2022年（令和４年）12月頃の新制度施行を目指し、関係者の意見等を踏まえながら、操縦者に求める
知識・能力を整理した上で、今年度中に学科及び実地試験の全体像を示す。

○ 登録講習機関については、2022年９月の登録受付開始を目指し、今年度中に登録要件の方向性を示す。

1. スケジュール（イメージ）

３. 登録講習機関・登録更新講習機関

２. 指定試験機関

○ 公正・中立性の確保の観点から、全国で１法人が試験事務を行うこととし、適正・確実に実施できる法人の中から指定。

○ 登録講習機関については、『一等（レベル４相当）までの講習が可能な機関』、『二等のみの講習が可能な機
関』及び『技能証明の更新に必要な講習が可能な機関』の３つのレベルの異なる機関が存在。

〇 それぞれの登録講習機関となるために必要な要件（実習空域、実習機、設備、教材、講師）を策定し、既存のド
ローンスクール(現在、全国約1,000程度存在)が、それぞれの能力に応じた登録を受けられるよう準備ができるよ
うにする。

○ また、管理団体の枠組みを活用し、教材の提供や研修の実施、講習内容の監査などを通じ、より多くのドローン
スクールが登録を受けられるようにする。

ドローン
スクールA

ドローン
スクールB

ドローン
スクールC

管理団体(適切な管理体制を構築していることが前提)

支援（教材提供、研修、監査等）申請
航

空

局

管理団体の活用イメージ

講習機関毎に申請

講習機関毎に登録・監督

一等まで可能 二等のみ可能 更新のみ可能

＞ ＞

講習実施能力に応じて登録

傘下の講習機関の申請を支援

傘下の講習機関の管理体制の監督に活用
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運航管理要件（運航ルール）の概要

レベル４飛行（注）とレベル４未満の飛行のいずれにも共通で求める共通運航ルールを創設するとともに、
レベル４飛行については、運航管理体制を個別に確認

共通ルール レベル４飛行に必要となる運航管理体制

飛行毎に飛行の日時、経路、高度等の情報を
通報

飛行計画の通報

飛行場所、飛行時間、整備状況等の情報を日
誌に記載

飛行日誌の作成

人の死傷、物件の損壊、航空機と
の衝突等の事故が発生した場合に
国土交通大臣に報告

事故の報告※

自身が操縦する無人航空機によって人が負傷した
場合に、その負傷者を救護

（注）立ち入り管理措置を講ずることなく、許可・承認を得る必要のあるリスクの高い飛行を含む。以下同じ。

負傷者の救護※

（※）レベル４の飛行については、別途、
保険への加入を条件化することを検討

基本的な安全確保の措置内容に加え、リスクに応じ、
空域の調整や適切なシステムを活用することなど
の対策を実施

※許可・承認を得る必要のない飛行の場合も対象 10



無人航空機による農薬の空中散布における安全対策

１．事故状況 令和２年度 令和元年度 平成30年度

①人身事故 死亡事故 0 0 0

人身事故 1 1 1

②物損事故 架線に接触 10 34 46

建物等に接触 10 12 6

その他物損事故 0 0 9

③農薬事故 ドリフト等 2 1 6

合計 23 48 68

２．主な事故原因 令和２年度 令和元年度 平成30年度

①事前確認不足による障害物等の見落とし 3 11 37

②操縦者と補助者の連携不足 6 11 13

③操縦者の操作ミス、目測誤り 8 9 6

④不適切な飛行方法 0 2 11

⑤その他 6 15 1

合計 23 48 68

※数字は事故件数。航空局のデータより空中散布の事案として抽出したもの（R2は20件）と、農林水産省に対し報告があった事案（R2は3件）の合算値。

ご参考：令和３年度事故件数（10月15日時点）
86件の事故等が航空局に対して報告があり、うち農薬散布関連事案は43件となっております。



無人航空機による農薬の空中散布における安全対策

令和２年度 無人航空機事故概要一覧（農林水産省に報告のあったもの）

①事前確認不足（架線等の見落とし等）
②操縦者と補助者との連携不足（情報共有不足、配置が不適切、指示の遅れ等）
③操縦者の操作ミス
④不適切な飛行方法（散布高度が高い･低い、架線･建物に向けた飛行等）
⑤その他

Nｏ 年月日 散布作物
無人ヘリコプター・
無人マルチローター

の別
事故概要 主な被害状況 主な事故原因

事故原因

① ② ③ ④ ⑤

1 R2.6.21 大豆防除 無人マルチローター 農薬事故
・除草剤の飛散による周辺水田の
稲の枯れ込み、葉の黄化（約
400a）

不明 ○

2 R2.7.19 （休耕田） 無人ヘリコプター 農薬事故
・除草剤の飛散による周辺水田の
被害（約30ha）

不明 ○

3 R2.8.26 大豆 無人ヘリコプター 架線接触
・機体損傷
・薬剤流出

操縦者の操作ミス ○ ○



無人航空機による農薬の空中散布における安全対策

令和２年度の事故の原因を踏まえ、令和３年度の無人航空機による農薬の空中散布に当たっては以下の点に留意するよ
う、農林水産省消費・安全局から地方農政局等に対し安全対策の通知が発出されております。（令和3年3月）

１．操縦者と補助者の連携強化

空中散布の実施中において、補助者は迅速かつ正確に障害物等に関する情報を操縦者に伝達すること。

また、操縦者は補助者からの指示の確認を毎回行うこと。

２．事前確認の徹底

操縦者及び補助者（遠隔操縦機を利用する場合）は、空中散布の実施前に共同で実地確認を実施し、
危険箇所等の情報を確実に把握し、互いに共有すること。

３．無人マルチローターを用いた空中散布に係る安全対策の徹底について

無人マルチローターを用いた空中散布は、機体の機能・性能を良く理解し、適切に実施すること。


